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大気汚染と公害行政

一臨海工業地帯としての堺市の

現状と自治体の行政のあり方一

堺市公害対策宇

山田修司

日本の公害は足尼鉱謁事件，別子銅山煙害事件など

の鉱山を中心としたものが，昭和30年代に入り経済成

長政策のもとに国土総合開発計画の拠点開発方式によ

り，昭和37年新産業都市，工業整備特別地域が指定さ

れ， 30年代後半のエネルギー革命に伴ない石油化学コ

ンビナート，重化学工業地帯による公害が全国的に拡

がっている。

旧来の 4大工業地帯では経済的，政治的背景のもと

に鉄鋼を主休とした喧工業に近代的化学工業が重複立

地し，さらには自勁車の急速な増大と人口集中，都市

叶両の不備による都市過密化現象で産業公害と都市公

害が重複し，深刻な環境汚染を呈している。

これらの現象に対拠するため，公害対策基本法を根

本的法律として，大気汚染防止法，騒音規制法といっ

た立法措置がとられ，また，いおう酸化物，一酸化炭

素の四境基準が設定されて行政目椋としての甚準によ

る指迫がとられつつある。さらに，このような公害を

告発する住民運勁が全国各地で起こり，企業行政機関

に対する告発が展開されつつある中にあり，公害紛争

処理法が本年11月 1日施行され，公害罪も検討され，

具体的対策がとられようとしている。

堺市は昭和33年，府議会の議決を経て関西の経済の

地盤沈下を防ぐために計圃面積2300万面の「きれいな

近代的臨海工業地帯」として堺，泉北臨海工業地帯が

造成されたが，製鉄，石油化学を中心とした重化学工

業の産業立地に伴ない公害が深刻化し広範囲におよぶ

住民運勁が起っている。

大気汚染の要因は工場，事業楊のばい煙と自動車排

気ガスが主なるものであり，大気汚染の悪化現象はそ

れらが気象条件，地形条件の影轡により相乗的に複合

し起るものである。

堺市の場合，西に臨海工業地帯を擁し，さらには市

内中小工場から出るばい煙により風向が西寄りで風速

が2m以下の時に大気の汚染がひどくなる東京，大阪

型の蘭吐エスモッグ型汚染の様相を呈している。

姻市は大気汚染防止法（昭和43.6.10法97)で市全
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表1 電気伝導度法による亜硫酸ガス濃度の年間平均値

~I 41 42 

少林寺小学校 l 0.0561 0.052 

クtil 1)ヽ,_学: t交 0.070 0. 073 

浜寺巾学校--. 0.039 0.033 

石津小学校 0.051 0.050 

金岡小学校 0.022 0.035 

浜 二ヽ1J-・・ 公 固
- ---1 

域が政令指定地城になり，ばいが靱の排出某準は最もき

つく大気汚染防止法に係る施設を設置しようとする坦

合， J界市南東部においては最大将地浪度が0.020PP 

M(適用地域而桔411面），iii北，巾部に設；匹する時は法

第4条第2項により特別排,'!',:!,駐焦が適用され，晟大許

地濃度 0.009PPM (適m地域而砧91k面）である。さ
らに，いおう酸化物の変境柚準がml議決定され， 10年
以内に環境姑咄を逹成するというプルースカイ，―；1・nm第

1. 2, 3号により 3年以内に逹成する叶訓である。

同時に同法により堺市は大気汚染防止のため大気汚染

の常時監視義務が科せられ，それ以前からの大気汚染

自動測定地点と合わせて市内 6ヵ所でテレメークー法

式による常時監視を集巾管刑している。

これと共に二酸化鉛法によるいおう酸化物の測定

(26ヵ所），浮遊粉じんの測定 (3ヵ所），気象条件を

把握するため風向，風速 (4ヵ所）を測定している。

その結呆は＜表 1>のとおりである。

この表によれば環境悲準の年平均値0.05PPMを上

回っていた錦小学校で44年度に 0.047PPMとなって

いるように減少傾向にあると考えられる。しかし，冬

季スモッグシーズンに入る商設度汚染が大阪市，堺市

等で発生した時，スモッグ注意報が出されるがその回

数が44年度は増加し，さらにまた二酸化鉛法の値が市

内の多く測定点で増加していることを勘案すると先の

減少傾向が気象条件によるものか，大気i乃染防止の指

郡こよるものか明らかでない。他の汚染物質である降

下ばいじんは市北西部の臨海工業地閤に多く，それを

巾心とする同心円型に減少しているのは特晃である。

都市公古の主原因である自動車排気ガスについては

一酸化炭素の森境某準が昭和45.2.20閣議決定され

① 連続する 8時間における 1時間値の平均は20P

PM以下であること。

② 連続する24時間における 1時間値の平均はlOP

（単位 PPM) 

43 44 

0.036 0.038 

0.057 0.047 

0.020 0.023 

0. 043 0.031 

0.025 0.033 

0. 040 〇.032 

PM以下であること。

とされている。本市においては昭和44年11月以来市内

2ヵ所 (26号線沿塊化学前，市役所北門前）で非分散

赤外分析計を使）廿し，測定している。その粘果は・＜表

2:::-のとおりで環境胡準を下回っている。最近，東京

他各地で問題となってオキシダント，空索酸化物につ

いては44年まで測定しておらず，どの程度の汚染があ

るか明らかでない。昭和45年木から移動観測車と定点

観測点により市内各所のオキシダント，空素酸化物，

亜硫酸ガス等を調査する叶圃である。

l'I動車の排気ガス中，一酸化炭素についてはl'I動車

のアイドリング謁杷が排気ガス対策の有効手段として

採られており， i界市においても昭和44年11月， 45年8

月に大阪府，大阪市，府密の協力のもとに府税市務所

前，腐商工会議所前で一酸化炭索排気ガス測定とアイ

ドリング調整の要請を行ないその結果は前者の均合

＜衷3>のようである。

この様に大気汚染物質により環境が汚染されると同

時に人休に対し，どの程度の影唸があるものかが問題

となってくる。この忍味で際境抽準が設定されたので

ある。この人体影椀の指椋は40オ以上の成年男子の投

•性気符支炎，有症者率とパラレルに現われる亜硫酸ガ

スが選ばれ東京，大阪の年平均値0.07PPM前後の高

汚染地閤で 7形，年平均値0.05PPM前後の中邪汚染

地姫で5冤，年平均値0.03PPM前後の低汚染地闊で

表2 一酸化炭素測定結果

（単位 PPM) 

u 
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3 ?cる程度，仝く汚染されていない股村地閤で 29<る程度

の有症者率となっていることより年平均値0.05PPM 

の汚染が有症者率 5~る程度になろものとみられる水準

にあたる。

J界市では過去 5ヵ年間に 7校区で人休影翌凋在を行

ないその粘果は＜表4>のとおりである。しかし三宝

地区の有症者率をある機関が閲究したところでは， 40

才以上16.2形であるという値が発表さオしており，人（木

影密凋究が主に問診におかれている点で被検苔ならび

に検査者の個人誤差がある程度あると息われるが三宝

地区の大気汚染低度がJ界市において最も高い地域であ

るところから気管支炎有症行率は高い値を示すと考え

られ本年，三宝地区で同地区 3回目の人体影密；闘杏を

実施する予定である。

このように人休に彩密をおよぼす程度にまで踪袋が

破壊されるようになったのは企業の公古に対する認識

が足りないことと，公害防除の姿拷と努力がなかった

表 3 自動車排出ガス(CO)濃度測定結果

（アイドリング時）

走文行:::------_'距~雛、＼----------CO測形定点

堺府税事務所内

0-6形
I 6 ~1296 

~5 千キロ 35台 21台

5 -10 24 21 

10~20 42 33 

20~50 73 70 

50- 37 36 

Jr 211 181 

割 合 (96) 54 46 

全平均誤度 5.8 

測 定 台 数 392 

測 定 期 間 S 44.11. 25-27 

表4 地区別慢性気管支炎有症者率

'ニ 椋準有症者率 (96)

男 I 女 I 計

塊 —=,.., 玉→ 6.4 2.4 4.2 

熊野 4.3 2.9 3.4 
・--・-.'-— --- . --

i 
•リII.!:. ',, 、.ク, 5.2 1.8 3.2 

. . --- .. 

石津 3.9 2.3 3.1 

西閃席 3.4 1. 1 2.7 

浜寺 3.9 1. 2 2.4 

神石 2.7 0.7 1. 8 

金岡 2.1 1. 2 1. 6 

尼1!1:,i 筑地 15.4 7.2 

杭瀬 13.2 5.5 

四I]iii 15.0 

JI 11:i.',i 8.0 

大阪西淀川 11.6 6.6 8.9 
- ----- .. 

こと，行政当局が十分にその役割を果しておらず行政

内祁の統一に欠けー四した対策がとられず公害に後手

後手に回ったことが大きな原因である。

もう一つの大きな点は公富法が恐速な変境破壊に十

分な効果が上げられず規制の甘かったことである。横

浜方式で知られる企業との間の公害防止協定の締結を

各地で自治体が行なっている現状はこれを示してお

り，また各地で住民還動が広範囲に及んできたことか

らも同じことが言えるのではなかろうか。自治体はこ

れら被古者である住民と共に公害に立向う姿勢を示

し，国は財政援助をそなえた椛限を環境汚染の実態を

府で感じている地方自治休に与え公害基本法に唱うと

ころの国民の健康を保渡し，生活探境の保全を逹成す

べきである。
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